




（参考） 種類株式の配当の状況

　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ａ種優先株式

　25年3月期

　26年3月期

　26年3月期（予想）

Ｂ種優先株式

　25年3月期

　26年3月期

　26年3月期（予想）

（注）上記のＡ種優先株式及びＢ種優先株式は、平成24年7月に発行しております。

0. 00  ― 0. 00  

0. 00  

― 0. 00  

― 0. 00  ― 0. 00  

0. 00  

0. 00  

年間配当金

―

―

期末
円　銭　

0. 00  0. 00  

0. 00  

0. 00  

第1四半期末
円　銭　

第3四半期末
円　銭　

第2四半期末
円　銭　

―

―

合計
円　銭　
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 （継続企業の前提に関する注記）  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（追加情報） 

１．福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害の賠償 

 東北地方太平洋沖地震により被災した福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害について、当社は事故の当

事者であることを真摯に受け止め、被害を受けられた皆さまへの賠償を早期に実現するとの観点から、国の援助を受け

ながら「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和36年６月17日 法律第147号）に基づく賠償を実施することとした。

その後、原子力損害賠償紛争審査会において、平成23年８月５日に「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事

故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」（以下「中間指針」という）、同年12月６日に中間指針追補、

平成24年３月16日に中間指針第二次追補、平成25年１月30日に中間指針第三次追補が決定されるとともに、平成24年７

月20日には政府の方針として、「避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方について」が公表された。当社は迅速

かつ適切な賠償を行う観点から、これらを踏まえ、中間指針等で示された損害項目ごとに、賠償基準を策定している。

また、平成23年12月26日には政府の原子力災害対策本部により「ステップ２の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域

の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課題について」が取りまとめられ、避難指示区域等の見直しに係る考え

方が示されている。これらに加え、損害賠償請求実績や客観的な統計データ等により見積もった、避難等対象者の避難

費用や精神的損害、自主的避難等に係る損害、避難指示等による就労不能に伴う損害や営業損害、農林漁業における出

荷制限等に伴う損害、風評被害及び一部を除く財物価値の喪失または減少等の賠償見積額4,037,481百万円から「原子

力損害賠償補償契約に関する法律」（昭和36年６月17日 法律第148号）の規定による補償金（以下「補償金」とい

う）の受入額120,000百万円を控除した金額3,917,481百万円と前連結会計年度の見積額との差額230,580百万円を原子

力損害賠償費に計上している。これらの賠償額の見積りについては、参照するデータの精緻化や被害を受けられた皆さ

まとの合意等により、今後変動する可能性があるものの、現時点の合理的な見積りが可能な範囲における概算額を計上

している。 

 一方、こうした賠償の迅速かつ適切な実施のため、「原子力損害賠償支援機構法」（平成23年８月10日 法律第94

号。以下「機構法」という）に基づき新設された原子力損害賠償支援機構（以下「機構」という）は、申請のあった原

子力事業者に対し必要な資金援助を行うこととされている。当社が計上する原子力損害賠償費は、被害を受けられた皆

さまとの合意が大前提となるものの、当社からお支払いする額として提示させていただく額の見積額であり、当社が迅

速かつ適切な賠償を実施するためには、機構から必要な資金援助を受ける必要がある。そのため、当社は機構に対し、

機構法第43条第１項の規定に基づき、資金援助の申請日時点での原子力損害賠償費を要賠償額の見通し額として資金援

助の申請を行っており、平成25年５月31日に同日時点での要賠償額の見通し額3,909,334百万円への資金援助の額の変

更を申請したことから、当第２四半期連結累計期間において、同額から補償金の受入額120,000百万円を控除した金額

3,789,334百万円と、同年２月４日に損害賠償の履行に充てるための資金として交付することが決定された金額

3,123,079百万円との差額666,255百万円を原子力損害賠償支援機構資金交付金に計上している。 

 なお、資金援助を受けるにあたっては、機構法第52条第１項の規定により機構が定める特別な負担金を支払うことと

されているが、その金額については、当社の収支の状況に照らし連結会計年度ごとに機構における運営委員会の議決を

経て定められるとともに、主務大臣による認可が必要となることなどから、計上していない。 

  

２．原子力発電施設解体費の計上方法の変更 

 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和32年６月10日 法律第166号）に規定された特定

原子力発電施設の廃止措置について計上している資産除去債務に対応する除去費用は、「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）第８項を適用し、「原子力発電施設解体引当金に

関する省令」（平成元年通商産業省令第30号。以下「解体引当金省令」という）の規定に基づき、原子力発電施設解体

費の総見積額を発電設備の見込運転期間にわたり、原子力の発電実績に応じて費用計上する方法によっている。 

 平成25年10月1日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成25年経済産業省令第52号）が施行され、解

体引当金省令が改正されたため、同施行日以降は、見込運転期間に安全貯蔵予定期間を加えた期間にわたり、定額法に

よる費用計上方法に変更することになる。なお、この変更は有形固定資産等の費用配分方法の変更であり、会計上の見

積りの変更と区分することが困難なため、遡及適用は行わない。 

 本費用計上方法の変更による影響額は、当第２四半期連結財務諸表の作成時において評価中である。 

  

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）
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３．原子力発電設備に関する電気事業会計規則の変更 

 平成25年10月1日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成25年経済産業省令第52号。以下「改正省

令」という）が施行され、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）が改正されたため、同施行日以降

は、原子力発電設備に原子炉の廃止に必要な固定資産及び原子炉の運転を廃止した後も維持管理を要する固定資産を含

めて整理することとなった。なお、この変更は改正省令の定めにより遡及適用は行わない。 

 これに伴う影響額は、当第２四半期連結財務諸表の作成時において評価中である。 

  

（四半期連結貸借対照表関係） 

原子力損害の賠償に係る偶発債務 

 東北地方太平洋沖地震により被災した福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害について、当社は事故の当

事者であることを真摯に受け止め、被害を受けられた皆さまへの賠償を早期に実現するとの観点から、国の援助を受け

ながら「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和36年６月17日 法律第147号）に基づく賠償を実施することとした。

その後、原子力損害賠償紛争審査会において、平成23年８月５日に「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事

故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」（以下「中間指針」という）、同年12月６日に中間指針追補、

平成24年３月16日に中間指針第二次追補、平成25年１月30日に中間指針第三次追補が決定されるとともに、平成24年７

月20日には政府の方針として、「避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方について」が公表された。当社は迅速

かつ適切な賠償を行う観点から、これらを踏まえ、中間指針等で示された損害項目ごとに、賠償基準を策定している。

また、平成23年12月26日には政府の原子力災害対策本部により「ステップ２の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域

の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課題について」が取りまとめられ、避難指示区域等の見直しに係る考え

方が示されている。これらに加え、損害賠償請求実績や客観的な統計データ等に基づき合理的な見積りが可能な額につ

いては、当第２四半期連結会計期間末において原子力損害賠償引当金に計上しているが、中間指針等の記載内容や現時

点で入手可能なデータ等により合理的に見積ることができない間接被害や一部の財物価値の喪失または減少等について

は計上していない。また、「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成23年８月30日 法律第110号）に基づ

き講ぜられる廃棄物の処理及び除染等の措置等が、国の財政上の措置の下に進められている。そのうち、廃棄物の処理

及び除染等の措置等に要する費用として当社に請求または求償される額については、合意された一部を除き、現時点で

当該措置の具体的な実施内容等を把握できる状況になく、賠償額を合理的に見積ることができないことなどから、計上

していない。 
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【セグメント情報】   

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報通信事業、エネルギー・環境事業、住環境・生

活関連事業、海外事業である。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額1,803百万円には、セグメント間取引消去1,802百万円等が含まれている。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社は、平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響を踏まえ、電気の安定供給に必要不可欠な

もの以外の事業について大幅に縮小・再編することとなったことから、「電気事業」を報告セグメントとして、

それ以外の事業セグメントについては、その他として一括して記載してきた。 

 その後当社は、今後予定される電力システム改革に対応し、各事業部門がコスト意識を高めるとともに自発的

に収益拡大に取り組むことで、競争力を高めていくことを目的に、平成25年４月１日より社内カンパニー制を導

入した。今回導入された社内カンパニー制では、「フュエル＆パワー・カンパニー」「パワーグリッド・カンパ

ニー」「カスタマーサービス・カンパニー」の３つのカンパニーを設置するとともに、カンパニー以外の組織

は、コーポレートとして、グループとしての総合力発揮を目指していく。あわせて、新たな管理会計制度を整備

し、カンパニー・部門・事業所単位のきめ細かなコスト・収益管理を徹底していくとともに、社員一人ひとりの

コスト意識の向上、行動の変革につなげていく。 

 これに伴い、第１四半期連結会計期間より、「フュエル＆パワー」「パワーグリッド」「カスタマーサービ

ス」「コーポレート」の４つを報告セグメントとしたものである。各報告セグメントの主な事業内容は、以下の

とおりである。 

［フュエル＆パワー］  

 火力発電による電力の販売、燃料の調達、火力電源の開発、燃料事業への投資 

［パワーグリッド］  

 送電・変電・配電による電力の供給、水力発電による電力の販売、送配電・通信設備の建設・保守、設備土

地・建物等の調査・取得・保全 

［カスタマーサービス］  

 お客さまのご要望に沿った最適なトータルソリューションの提案、充実したお客さまサービスの提供、安価な

電源調達 

［コーポレート］  

 経営サポート、各カンパニーへの共通サービスの効率的な提供、原子力発電等  

 また、事業セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額の算定方法を変更しており、セグメント間の内部

売上高又は振替高は、原則として原価をベースに設定された社内取引価格に基づいている。  

（セグメント情報等）

              （単位：百万円）

  
報告セグメント

その他 
  

（注１）

  
合計 
  
  

  
調整額 

  
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注３） 

フュエル 
＆パワー 

パワー 
グリッド 

カスタマー
サービス 

コーポ
レート 

計

売上高    

外部顧客への売上高 14,116  42,770 3,011,222 58,442 3,126,552 89,573  3,216,126  － 3,216,126

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,556,194  753,311 103,943 277,802 2,691,252 108,014  2,799,266 △2,799,266 －

計 1,570,311  796,081 3,115,166 336,245 5,817,804 197,588  6,015,393 △2,799,266 3,216,126

セグメント利益又は 

損失（△） 
18,600  101,391 67,106 △38,689 148,408 17,010  165,419  1,803 167,223
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２．（参考）四半期財務諸表（個別）
(1)四半期貸借対照表

（単位：百万円）

資産の部

固定資産 12,099,663 11,854,608

電気事業固定資産 7,379,570 7,229,319

水力発電設備 632,833 617,551

汽力発電設備 848,663 826,814

原子力発電設備 749,169 733,527

内燃力発電設備 136,539 123,612

新エネルギー等発電設備 13,434 13,109

送電設備 1,954,231 1,910,849

変電設備 768,482 750,848

配電設備 2,139,063 2,119,780

業務設備 134,657 131,131

貸付設備 2,495 2,093

附帯事業固定資産 44,335 41,991

事業外固定資産 4,547 2,854

固定資産仮勘定 953,304 1,042,827

建設仮勘定 950,248 1,039,709

除却仮勘定 3,056 3,118

核燃料 807,639 805,993

装荷核燃料 141,957 141,957

加工中等核燃料 665,681 664,035

投資その他の資産 2,910,265 2,731,622

長期投資 117,711 110,542

関係会社長期投資 643,527 639,449

使用済燃料再処理等積立金 1,070,846 1,032,414

未収原子力損害賠償支援機構資金交付金 891,779 741,034

長期前払費用 186,851 208,629

貸倒引当金（貸方） △450 △447

流動資産 2,520,109 2,285,864

現金及び預金 1,583,620 1,282,159

売掛金 455,160 585,002

諸未収入金 50,696 25,969

貯蔵品 210,351 186,976

前払金 1,170 7,696

前払費用 2,591 2,696

関係会社短期債権 21,663 15,293

雑流動資産 198,203 183,978

貸倒引当金（貸方） △3,348 △3,908

合計 14,619,772 14,140,472

前事業年度
（平成25年３月31日）

当第２四半期会計期間
（平成25年９月30日）
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（単位：百万円）

負債及び純資産の部

固定負債 11,694,707 10,681,570

社債 3,768,108 3,583,427

長期借入金 2,980,428 2,831,299

長期未払債務 16,692 16,692

リース債務 488 392

関係会社長期債務 15,329 23,374

退職給付引当金 388,355 376,722

使用済燃料再処理等引当金 1,108,592 1,081,598

使用済燃料再処理等準備引当金 60,799 62,015

災害損失引当金 700,827 694,881

原子力損害賠償引当金 1,765,716 1,115,288

資産除去債務 823,046 830,336

雑固定負債 66,319 65,539

流動負債 2,088,536 2,028,804

1年以内に期限到来の固定負債 1,114,117 1,254,547

短期借入金 9,500 9,500

買掛金 319,800 229,432

未払金 132,420 113,866

未払費用 201,890 175,464

未払税金 68,999 76,618

預り金 5,616 2,800

関係会社短期債務 208,033 134,873

諸前受金 18,073 23,465

雑流動負債 10,084 8,236

特別法上の引当金 4,780 4,930

原子力発電工事償却準備引当金 4,780 4,930

負債合計 13,788,023 12,715,306

株主資本 833,413 1,426,533

資本金 1,400,975 1,400,975

資本剰余金 743,621 743,619

資本準備金 743,555 743,555

その他資本剰余金 65 63

利益剰余金 △1,303,618 △710,486

利益準備金 169,108 169,108

その他利益剰余金 △1,472,727 △879,594

海外投資等損失準備金 397 378

特定災害防止準備金 94 94

別途積立金 1,076,000 1,076,000

繰越利益剰余金 △2,549,219 △1,956,068

自己株式 △7,565 △7,574

評価・換算差額等 　△1,664 △1,367

その他有価証券評価差額金 　△1,664 △1,367

純資産合計 831,749 1,425,166

合計 14,619,772 14,140,472

　　　（注）　この四半期貸借対照表は、「四半期財務諸表等規則」及び「電気事業会計規則」に準拠して作成しておりますが、
　　　　　　　法定開示におけるレビュー対象ではありません。

（平成25年９月30日）
前事業年度

（平成25年３月31日）
当第２四半期会計期間
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(2)四半期損益計算書

（単位：百万円）

営業収益 2,772,369 3,126,552

電気事業営業収益 2,721,358 3,067,669

電灯料 1,048,979 1,166,214

電力料 1,544,242 1,717,093

地帯間販売電力料 54,690 61,130

他社販売電力料 15,040 31,559

託送収益 24,720 29,270

事業者間精算収益 175 134

再エネ特措法交付金 6,073 36,625

電気事業雑収益 26,089 25,156

貸付設備収益 1,347 485

附帯事業営業収益 51,011 58,883

エネルギー設備サービス事業営業収益 1,208 1,173

不動産賃貸事業営業収益 3,854 3,335

ガス供給事業営業収益 43,368 52,436

その他附帯事業営業収益 2,580 1,937

営業費用 2,901,275 2,978,144

電気事業営業費用 2,854,210 2,923,041

水力発電費 37,171 35,223

汽力発電費 1,446,173 1,492,789

原子力発電費 177,388 188,841

内燃力発電費 37,889 28,309

新エネルギー等発電費 567 621

地帯間購入電力料 76,375 107,838

他社購入電力料 345,571 362,617

送電費 165,618 157,802

変電費 69,372 65,003

配電費 233,263 208,303

販売費 71,482 64,870

貸付設備費 940 356

一般管理費 101,466 86,325

再エネ特措法納付金 8,918 38,933

電源開発促進税 52,315 52,241

事業税 29,874 33,293

電力費振替勘定(貸方) △179 △330

附帯事業営業費用 47,065 55,102

エネルギー設備サービス事業営業費用 793 734

不動産賃貸事業営業費用 2,023 1,738

ガス供給事業営業費用 42,307 51,264

その他附帯事業営業費用 1,940 1,365

営業利益又は営業損失(△) △128,906 148,408

　　　  当第２四半期累計期間

　　　（平成25年４月１日から

　　　　平成25年９月30日まで）

　　　前第２四半期累計期間

　　（平成24年４月１日から

　　　平成24年９月30日まで）
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（単位：百万円）

営業外収益 27,232 25,879

財務収益 21,943 15,112

受取配当金 12,968 6,462

受取利息 8,974 8,650

事業外収益 5,289 10,766

雑収益 5,289 10,766

営業外費用 87,627 62,230

財務費用 63,015 57,366

支払利息 60,333 57,348

株式交付費 2,550 0

社債発行費 131 17

事業外費用 24,611 4,864

固定資産売却損 804 562

雑損失 23,807 4,302

四半期経常収益合計 2,799,601 3,152,432

四半期経常費用合計 2,988,902 3,040,374

経常利益又は経常損失(△) △189,300 112,057

渇水準備金引当又は取崩し △4,750 －

渇水準備引当金取崩し(貸方) △4,750 －

原子力発電工事償却準備金引当又は取崩し 213 149

原子力発電工事償却準備金引当 213 149

特別利益 112,357 738,284

原子力損害賠償支援機構資金交付金 － 666,255

固定資産売却益 22,225 72,029

有価証券売却益 16,498 －

退職給付制度改定益 73,633 －

特別損失 235,869 252,666

災害特別損失 － 22,085

原子力損害賠償費 235,869 230,580

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失(△) △308,275 597,526

法人税、住民税及び事業税 0 4,393

法人税等合計 0 4,393

四半期純利益又は四半期純損失(△) △308,275 593,132

　　　（注）　この四半期損益計算書は、「四半期財務諸表等規則」及び「電気事業会計規則」に準拠して作成しておりますが、
　　　　　　　法定開示におけるレビュー対象ではありません。

　　　前第２四半期累計期間

　　（平成24年４月１日から

　　　平成24年９月30日まで）

　　　  当第２四半期累計期間

　　　（平成25年４月１日から

　　　　平成25年９月30日まで）
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25年度第2四半期 24年度第2四半期

( 億円 ) ( 億円 ) ( 億円 ) ( ％ )

（　売　上　高　） ( 31,265 ) ( 27,723 ) ( 3,541 ) ( 112.8 )

電 灯 料 11,662 10,489 1,172 111.2

電 力 料 17,170 15,442 1,728 111.2

小　　　計 28,833 25,932 2,900 111.2

そ の 他 2,691 2,063 627 130.4

計 31,524 27,996 3,528 112.6

人 件 費 1,660 1,843 △ 183 90.1

燃 料 費 13,669 13,465 204 101.5

修 繕 費 1,216 1,584 △ 367 76.8

減 価 償 却 費 3,120 2,979 140 104.7

購 入 電 力 料 4,704 4,219 485 111.5

支 払 利 息 573 603 △ 29 95.1

租 税 公 課 1,736 1,644 92 105.6

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 248 258 △ 9 96.2

そ の 他 3,473 3,289 183 105.6

計 30,403 29,889 514 101.7

1,120 △ 1,893 3,013 -     

- △ 47 47 -     

1 2 △ 0 70.2

7,382 1,123 6,259 657.1

2,526 2,358 167 107.1

5,975 △ 3,082 9,058 -     

43 0 43 -     

5,931 △ 3,082 9,014 -     

（注）億円未満を切り捨てて表示しております。

四 半 期 純 損 益

経

常

収

益

経
　
　
常
　
　
費
　
　
用

特 別 損 失

税 引 前 四 半 期 純 損 益

法 人 税 等

（Ｂ）

経 常 損 益

渇 水 準 備 金

収　 　支　　 比 　　較　　 表　（ 当　社　単　独 ）

項　　　　　　目

比　　較

　平成25年４月１日～
　平成25年９月30日

　平成24年４月１日～
　平成24年９月30日 （Ａ）－（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

（Ａ）

原子力発電工事償却準備金

特 別 利 益

東京電力㈱（9501）平成26年３月期　第２四半期決算短信

- 15 -



石 炭 ( 千t ) 3,823 1,613 237.0

重 油 ( 千kl ) 2,064 3,710 55.6

原 油 ( 千kl ) 710 1,532 46.4

Ｌ Ｎ Ｇ ( 千t ) 11,724 11,446 102.4

Ｌ Ｐ Ｇ ( 千t ) 334 788 42.4

石 炭 ( 円/t ) 11,855 12,546 94.5

重 油 ( 円/kl ) 76,879 70,808 108.6

原 油 ( 円/kl ) 75,099 68,170 110.2

Ｌ Ｎ Ｇ ( 円/t ) 86,701 73,735 117.6

Ｌ Ｐ Ｇ ( 円/t ) 90,248 75,676 119.3

石 炭 ( 百万円 ) 45,320 20,232 224.0

重 油 ( 百万円 ) 158,702 262,702 60.4

原 油 ( 百万円 ) 53,354 104,431 51.1

Ｌ Ｎ Ｇ ( 百万円 ) 1,016,514 843,981 120.4

Ｌ Ｐ Ｇ ( 百万円 ) 30,137 59,655 50.5

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。
（注）主な種別に限って記載しております。

燃  料  関  係  比  較  表

24年度
第2四半期

25年度
第2四半期

前年同期比(%)項　　　　　目

消 費 量

消費単価

燃 料 費
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特別利益の内訳（単独） 

 

内  訳 金額 

○原子力損害賠償支援機構資金交付金 6,662億円 

○固定資産売却益 720億円 

合  計 7,382億円 

特別損失の内訳（単独） 

 

内  訳 金額 

○災害特別損失 220億円 

○原子力損害賠償費 2,305億円 

合  計 2,526億円 

原子力損害賠償支援機構資金交付金と原子力損害賠償費の状況 

 

 平成25年５月31日 

申請時点の累計額 

平成24年12月27日 

申請時点の累計額 

平成26年３月期 

第２四半期累計期間 

原子力損害賠償支援

機構資金交付金 

(A) 

３兆 7,893億円 

(B) 

３兆 1,230億円 

(A)-(B) 

6,662億円 

 

 平成26年３月期 

第２四半期末の累計額

平成25年３月期末 

の累計額 

平成26年３月期 

第２四半期累計期間 

原子力損害賠償費 
(C) 

３兆 9,174億円 

(D) 

３兆 6,869億円 

(C)-(D) 

2,305億円 

 

原子力損害賠償支援機構資金交付金（未申請額） 
(C)－(A) 

1,281億円 
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カンパニー等の収支（単独） 

 
（億円）

フュエル＆パワー
・カンパニー

パワーグリッド
・カンパニー

カスタマーサービス
・カンパニー

コーポレート
四半期（個別）
損益計算書計上額

売上高
　外部顧客への売上高
　　（社外取引）

141 427 30,112 584 31,265 

　カンパニー等間の内部
　売上高又は振替高
　　（社内取引）

15,561 7,533 1,039 2,778 －　

計 15,703 7,960 31,151 3,362 31,265 

営業利益又は損失（△） 186 1,013 671 △ 386 1,484 

※社内取引を控除して表示しております。

※

 
 

    

カンパニー等の概要と社内外における主な取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気料収入

（お客さまより）

火力電力料

アンシラリー
サービス※3

ビジネスサポート等

燃料費

（社外へ）

ビジネスサポート等
原子力電力料

水力電力料

ビジネスサポート等

社内託送料

購入電力料

（社外へ）

電源線に係る
費用

検針・集金等
に係る費用

（3,000人程度※1

1.5兆円程度※2）

□火力発電による電力
の販売

□燃料の調達
□火力電源の開発
□燃料事業への投資

電源線に係る費用

お金の流れ（社内取引）
お金の流れ（社外取引）

コーポレート（10,000人程度※1，5兆円程度※2 ）

経営補佐

共通サービス

福島復興本社

福島本部

原子力・

立地本部

※1：平成25年3月末従業員数

※2：平成25年3月末資産規模（固定資産勘定）

※3：お客さまにお届けする電気の品質（周波数や電圧）を一定に保つこと

（16,000人程度※1

5.5兆円程度※2 ）

□送電・変電・配電に
よる電力の供給

□水力発電による電力
の販売

□送配電・通信設備の
建設・保守

□設備土地・建物等の
調査・取得・保全

（8,000人程度※1

数十億円程度※2 ）

□お客さまのご要望に
沿った最適なトータル
ソリューションの提案

□充実したお客さま
サービスの提供

□安価な電源調達

ﾌｭｴﾙ＆ﾊﾟﾜｰ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

等
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